2014年度政府予算案・地方財政対策に関する自治労見解

1. 政府は12月24日の閣議で、2014年度政府予算案と財政投融資計画を決定した。一般会計の総額は、95兆8,800億円（2013年当初比＋3.5％。以下、「同比」という。）と過去最大規模となった。歳入のうち、税収は消費増税や景気による税収上振れにより、2007年以来の水準となる50兆10億円（同比＋16％）と増額を見込み、新規国債発行額は41兆2,500億円（同比▲3.7％）となった。歳出のうち、公債費を除く政策的経費は72兆6,100億円（同比＋3.5％）とし、社会保障関係経費は30兆5,200億円（同比+4.8％）、公共事業費は5兆9,600億円（同比＋12.8％）とした。
2. 政府は、税収の大幅増を受け、5.5兆円の2013年度補正予算案に加え、一般会計総額も過去最大規模としたが、その中身は相変わらず公共事業に財源を集中するなど、国民が期待する景気回復の実効性は乏しいと言わざるを得ない。とくに、公共事業については、人員不足や資材費の高騰により事業の執行が停滞するなかで、景気回復につながらないことは明らかであり、被災地の復興にむけ人員不足の解消などに財源を集中すべきである。また、復興特別法人税の1年前倒しの廃止など企業向け減税を乱発する一方、国民の生活向上にむけて賃金上昇に確実に結びつける方策は見えていないのが実情であり、今後の物価動向次第では生活破壊につながりかねない。
3. 2014年度地方財政については、歳入・歳出規模を83兆3,700億円（同比＋1.8％）とし、地方税、地方交付税などを合わせた一般財源総額は60兆3,577億円（同比＋1.0％）と約6,000億円増額した。このうち、地方税等は景気による税収の上振れや消費増税を背景に1.4兆円の増額を見込み、37兆9,000億円（同比＋3.8％）とした。一方、地方税収の増額に加え、国税の伸びによる2013年度からの繰越金1兆1,349億円の加算などにより財源不足が縮小したため、税収との差し引きで決まる地方交付税は2,000億円の減となる16兆9,000億円（同比▲1.1％）、臨時財政対策債は6,000億円の減となる5兆6,000円（同比▲9.6％）となった。歳出圧縮にむけた圧力が極めて強いなかで、自治労が求めてきた一般財源総額と歳出特別枠を一定程度確保した点は、評価できる
4. 焦点となった、リーマンショック後の経済対策として臨時的に設けられた歳出特別枠（2013年度地方財政計画の歳出のうち「地域経済雇用対策費」1.5兆円）及び地方交付税の別枠加算（2013年度地方交付税総額のうち0.99兆円）については、地方税の増額が見込まれるため、それぞれ圧縮し、歳出特別枠は1.兆1,950億円、別枠加算は約6,100億円とした。全額廃止を主張する財務省の圧力が強いなかで、地方自治体の財政運営に重要な財源となっていることや地域経済の厳しい状況をみれば、一定程度財源を確保したことは当然の措置である。しかし、2015年度以降の歳出特別枠及び別枠加算の扱いは不安定な状況であり、財源の維持にむけて臨時的な財源から経常的な財源への転換を促す取り組みが必要となる。
5. 退職手当を除く給与関係経費については18兆4,800億円（同比＋3.0％）となり、定員削減による影響分も含まれているが、特例減額による復元により6,908億円の増額を見込んだ。給与関係経費が復元したことは自治労全体の取り組みの成果であり、今後、各県本部・単組は、給与復元にむけて交渉に全力を挙げる必要がある。
6. 一方、地域経済活性化に取り組むための財源として、3,500億円規模の「地域の元気創造事業費」を創設し、行革指標などを用いて普通交付税の算定に反映するとしている。地域の元気創造事業費により、歳出特別枠で3,000億円減額した分を実質的に確保したとしているが、国が政策誘導的に行革指標を用いて普通交付税を算定することは、客観・中立的であるべき地方交付税制度に反するものであり、極めて問題である。現時点で制度設計の詳細は不明だが、今後の国会審議等で問題点を追及しなければならない。
7. 社会保障については、消費増税・地方消費税の引き上げにともない、地方消費税分4,696億円及び消費税の交付税法定率分は2,334億円の増額となり、これに対応して社会保障の制度改善に係る充実分として地方負担額3,491億円とし、残りは社会保障の安定化経費とした。消費税及び地方消費税の引き上げは社会保障の充実、安定に必要な経費を賄うための財源であり、公共事業等に充てるための財源ではない。各県本部・単組においては、社会保障に確実に充当されるよう取り組みの強化が必要となる。
8. 消費税の導入や景気による税収上振れにより、地方自治体間の財政力格差が拡大するため、2008年に導入された地方法人特別税の規模の3分の1を縮小し、法人事業税へ復元した上で、法人住民税法人税割の一部を国税化し、「地方法人税」として地方交付税の原資化するとした。地方法人税について、国の関与を排除するため、国の一般会計を通さず交付税特別会計に直接繰り入れた点は理解できるが、地方税を強引に国税化したことは、地方自治体に財政調整の責任を転嫁する安易な方策である。消費税率10％時点で法人住民税の原資化をさらに進めるとしているが、税源偏在是正に向けた国と地方の税体系の抜本的な見直しや地方交付税の機能強化など、地方自治体との十分な協議が行われるべきである。
9. 自動車関係税については、自動車取得税を引き下げる一方、2015年度以降の軽自動車税の引き上げ、自動車税に係る環境性能課税の検討などで、将来地方財政に影響を及ぼさないとしているが、自動車取得税廃止にともなう財源不足を完全に埋める財源の目途は立っていない。減免措置が見送られた償却資産に係る固定資産税の扱いも含めて、今後の動向を警戒しなければならない。
10. 地方財政計画、地方一般財源総額は前年度に比べ増額したが、各単組は2014年度自治体当初予算へどのように反映されるか注視し、公共サービス水準を確保する予算とする必要がある。一方、市町村合併の算定特例終了にともなう普通交付税の算定の対応など、現時点で明らかにされていないことも多い。今後の政府の動向を注視するとともに、国会審議等で解明しなければならない。引き続き自治労は公共サービスの確保に直結する予算確保にむけて取り組んでいくこととする。
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